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１．水循環に関する社会動向とリバーフロント研
究所の調査研究の変遷（図２）

　水循環に関する施策展開の大きな起点となった、
「健全な水循環系構築に関する関係省庁連絡会議」
（H10 ～ H17）で「健全な水循環系構築のための計
画づくりに向けて」（H15.10）がとりまとめられた
ことで、“ 水循環 ”（図１）という言葉が広く社会
的に認知され、神田川流域や寝屋川流域などのモ
デル地域を含む各地域で、水循環の保全に関する
活動が進められるようになる。そして、もう一つ
の大きな起点となる、「水循環基本法」が平成 26
年 7 月に施行された。同法は、水が人類共通の財
産であることを再認識し、水が健全に循環し、そ
のもたらす恵沢を将来にわたり享受できるよう、
水循環に関する施策を総合的かつ一体的に推進す
ることを目的とするもので、内閣総理大臣を本部
長とする水循環政策本部が発足され、内閣官房に、
水循環政策本部事務局が設置されることとなった。
また、平成 27 年 7 月には、同法律に基づき施策
の推進を図るための基本的な計画となる「水循環
基本計画」が閣議決定された。内閣官房水循環政
策本部事務局では、平成 28 年度より、先進的な活
動を実施している団体への支援を通じて、他の地

域での活動の参考となる情報を収集整理する「先
進的な流域マネジメントに関するモデル調査」や、
各地域の水循環に関する計画の情報募集を行い、

「水循環基本計画」に基づく「流域水循環計画」に
該当するかを確認し、該当する計画を「流域水循
環計画」に認定して、他の地域の計画策定の参考
となるように情報提供するなど、地域の活動の推
進支援に積極的に取り組んでいる。
　リバーフロント研究所では、施策の動向を見据
えつつ、設立当初から水量・水質保全を含む水循
環を研究の柱に掲げて、各地の水質浄化対策や清
流ルネッサンス、正常流量検討、鶴見川水マスター
プラン検討（H11 ～ H21）等の調査研究に携わっ
てきた。特に平成 23 年度以降、水循環解析モデ
ルに基づく検討に注力し、濃尾平野（木曽川流域）

（H23 ～ H25）や筑後・佐賀平野（H24）などの地
盤沈下防止等対策要綱対象地域や豊川流域・吉野
川流域（H24 ～ H25）、木曽川流域などの水資源開
発基本計画（フルプラン）の対象となっている水
資源開発水系、地下水の依存度の高い熊本地域（H22
～ H24）などを対象に、目に見えない地下水の流
れ、水収支を可視化し、表流水・地下水の一体的
管理を視野に入れた検討を行ってきた。自主研究
としても、水循環研究会（H22 ～ H23）や４次元
水循環マネジメントに関する研究・海外普及（H23
～ H26）、機関誌「RIVERFRONT」での水循環特
集（H21.1、H24.6、H27.9）を通じて、水循環解析
モデルや関連する法制度等について情報発信して
きた。近年では、「水循環基本計画」に記載されて
いる “ 水循環解析モデルの開発を推進するための
技術図書 ” を視野に入れた水循環可視化モデル構
築・活用に関する手引き（案）の作成検討（H25
～ H27）や、内閣官房水循環政策本部事務局が実
施した「先進的な流域マネジメントに関するモデ
ル調査」の運営補助（H28）を行っている。
　また、気候変動・低炭素の視点からの調査研究
としては、目黒川流域ヒートアイランド調査（H19
～ H21）や、低炭素社会の形成を視野に入れた相
模川流域をモデルとした水管理方策検討（H21 ～
H24）、豊川流域・吉野川流域（H24 ～ H25）、千代
川流域（H24）では水循環解析結果に基づき気候変
動による水循環・水運用への影響の予測分析を行っ
ている。

水循環に関する調査研究の歩み
　

図１　水循環の概念図
（平成 28 年度水循環施策、内閣官房水循環政策本
部事務局、H29.5）

健全な水循環：
　 人の活動及び環境保全に果たす水の機能が適切

に保たれた状態での水循環
（水循環基本法 第二条 ２）
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図２　水循環に関する施策の流れとリバーフロント研究所のこれまでの調査研究
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　正常流量・低水管理の視点からの調査研究とし
ては、正常流量検討の手引き（案）（H19.9 改定）
に規定されていない、流量変動を考慮した目標量
の設定方法の考え方（H17 ～ H20）や、水循環解
析モデルを用いた地下水の湧出・伏没量の定量的
な評価に基づく正常流量の設定方法の考え方（熊
本地域：H22 ～ H24、狩野川流域：H25、H28、那
珂川流域：H27）など、今後の河川環境・低水管理
につながる試行的な検討を行っている。
　土砂管理・海岸保全の視点からの調査研究とし
ては、環境に配慮した養浜手法検討（H18 ～ H19）
や海岸漂着ゴミ等対策検討（H18 ～ H21）の他、
真駒内川（H12 ～ H21）、石狩川水系忠別川（H19
～ H21）の土砂動態分析検討や、水循環解析モデ
ルに土砂や塩分などの物質輸送を加味したモデル
を構築し、水・物質循環の定量的評価（木曽川流域：
H23、阿武隈川流域：H24 ～ H25）を行っている。
　近年の水循環に関する当研究所の代表的な調査
研究事例を以下に紹介する。

２．水循環・総合水資源管理に関する調査研究

（1）木曽川水系（濃尾平野）水循環検討（H23 ～
H25）

　本研究は、木曽川水系における健全な水循環系
の構築に向けた検討に資するため、表流水、地下
水を一体に取り扱える水循環解析モデルを構築す
るとともに、解析結果から水循環構造（水収支、
表流水・地下水流線網、地下水の湧出・伏没分布
等）の特性や人為的な水利用による現状の水循環
への影響、将来的に水利用が変化した場合の影響
等の分析を行った。分析例として、水利用による

影響が表流水・地下水の水収支や比較的浅い層を
起点とする流線網の変化に顕著に表れること（図
３）、木曽三川の各河川で河床下の地質構造に関係
して地下水の湧出・伏没の様相が異なること（図４）
などの特性が明らかとなった。
詳細：木曽川水系における水循環構造に関する研
究、平成 23 年度研究所報告　  
http://www.rfc.or.jp/rp/files/23-07.pdf

（2）水循環可視化モデル構築・活用に関する手引
き（案）の作成（H25 ～ H27）

　平成 27 年 7 月に閣議決定された「水循環基本計
画」では、「科学技術の振興」として、“ 地下水流
動モデルや地表水と地下水の一体的な水循環モデ
ルの地域における開発を推進するため、技術図書
等を作成する ” としている。本検討では、水循環

（可視化）モデルに関する技術図書の作成を念頭に、
水循環の現状把握、将来予測、施策効果検討など
の解析結果の可視化手法及び事例を示した、水循
環施策に携わる行政担当者や水循環解析を実施す

図３　 水循環解析による濃尾平野の表流水・地下
水流線網（G1 礫層を起点とする流線）

図４　水循環解析による木曽川、長良川における地下水の湧出・伏没量の縦断分布
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る技術者向けの水循環可視化モデル構築・活用に
関する手引き（案）を作成した。
詳細：水循環可視化モデルの構築に向けた検討、
平成 27 年度研究所報告　  
http://www.rfc.or.jp/rp/files/27-02.pdf

（3）鶴見川流域マスタープラン検討（H11 ～ H21）
　本研究は、鶴見川流域の水循環を再生する「鶴
見川流域水マスタープラン」（平成 16 年 8 月策定）
を推進することを目的に、短期間（５年程度）の
実行計画であるアクションプランの検討、各施策
の効果の評価、推進していくための課題と方向性
の整理・提案等を、鶴見川流域水協議会（行政）、
鶴見川流域水委員会（学識経験者等）、鶴見川流域
水懇談会（市民・行政）の３つの関係会議の運営
を通じて実施した。

詳細：鶴見川流域水マスタープラン 河川等の水
を震災・火災時に活用するアクションプラン 【消
火用水編】の策定について、平成 19 年度研究所
報告　http://www.rfc.or.jp/rp/files/19-21.pdf

（4）流域マネジメント推進調査（H28）
　平成 27 年 7 月に閣議決定された「水循環基本計
画」では、公的機関、事業者、団体、住民等がそ
れぞれ連携し流域単位を基本に「流域水循環協議
会」を設置するとともに、各協議会が「流域水循
環計画」を策定し、計画に基づき水循環に関する
施策の総合的かつ計画的な推進（流域マネジメン
ト）に努めるものとしている。
　本研究は、内閣官房水循環政策本部事務局が全
国の流域マネジメントの推進のために実施したモ
デル調査の運営補助を通じて、他の流域での取組
の参考となる情報の収集・整理を行った。
　①福島県：流域水循環計画の策定支援（図６）
　②岡崎市：水量に関する施策の検討支援
　③熊本地域：水循環解析の精度向上、
　　　　　　　地下水データベースの構築検討支援

図５　 鶴見川流域マスタープラン・アクションプ
ランの概要（H19 検討時点）

詳細：先進的な流域マネジメントに関するモデル
調査、平成 28 年度研究所報告

（5）水循環域における水管理法制のあり方に関す
る研究（H24 ～継続中）

　「水循環域における水管理法制のあり方に関する
研究会」（座長：周藤利一（明海大学不動産学部教
授）、七戸克彦（九州大学大学院法学研究院教授））
を設置し、表流水と地下水を包含した一元的な水
循環管理システムの実現を視野に、水循環基本法
を踏まえた実態管理や法制の必要性・あり方につ
いて検討を進めている。

詳細：水循環域における水管理法制のあり方に関
する研究、平成 27 年度研究所報告　  
http://www.rfc.or.jp/rp/files/27-04.pdf

３．気候変動・低炭素社会形成に関する調査研究

（1）目黒川流域ヒートアイランド調査（H19 ～
H21）

　本研究は、河川等の水面による都市域のヒート
アイランド抑制効果を定量的に把握するため、目
黒川及びその周辺地域において気象観測を行い、
目黒川の有する風の道としての気温緩和機能の評
価を行った。
　調査結果の例（図８）として、気温の横断分布
より河川周辺で気温が比較的低いこと、地表付近
において河川遡上風が卓越していることが確認さ
れ、河川上の風の動態が地域の気温分布に影響し
ていることが分析された。

図７　水管理法制のあり方に関する研究会
（熊本地域の関係者との意見交換会）

図６　流域水循環計画（素案）
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詳細：都市河川が有するヒートアイランド抑制効
果について、平成 20 年度研究所報告　  
http://www.rfc.or.jp/rp/files/20-20.pdf

（2）相模川流域水管理方策検討（H21 ～ H24）
　本研究は、高度な水利用が行われている相模川
流域を対象に、水利用の効率化や安全度向上、低
炭素社会の形成、既存水運用施設の最大活用、隣
接流域と連携した広域的な水運用を念頭に、現行
の利水制度・体系に捉われない流域水運用方策の
検討を行った。水運用方策の一つとして、二酸化
炭素排出量を削減できる「取水地点の上流化」（水
利権量の振替え）の可能性について、水収支モデ
ルを用いたケーススタディにより、水利用の安全
性、低炭素水利用、治水、河川環境、湖面利用な
どの多様な観点から水運用方策の効果・影響の評
価を行った。

（3）豊川流域、吉野川流域水循環・気候変動予測
検討（H24 ～ H25）

　本研究は、表流水、地下水一体の水資源管理の
実現に向けた検討に資するため、水資源開発基本
計画（フルプラン）の対象となっている豊川流域
及び吉野川流域（池田ダム上流）を対象とした水
循環解析モデルに基づく検討を行うものである。
水循環解析は、人為的水利用のない自然状態の再
現、現状の再現に加え、将来の気候変動（IPCC に
よる A1B シナリオ）を考慮した将来予測計算を
行った。気候変動による影響として、雨量の増加
に比べて、気温の上昇による蒸発散量の増加が大
きく、水運用（流況、ダム貯水量等）が厳しくな
る可能性があると推察された。
詳細：豊川水系における水循環構造に関する研究、
平成 25 年度研究所報告　  
http://www.rfc.or.jp/rp/files/25-07.pdf

４．正常流量・低水管理に関する調査研究

（1）流量変動を考慮した正常流量設定手法の検討
（H17 ～ H20）

　河川流量の変動は、河川環境を考える上で重要
な要素であるが、変動を含む流量に関する目標像
の設定やその実現のための技術的手法が確立され
ていない。本研究は、正常流量の新たな考え方を
確立することを目的として、河川流量の変動の機
能・役割、これを踏まえた目標の設定の考え方に
ついて具体的なモデル河川を設定して検討を行っ
た。河川流量変動の機能・役割については、藻類（付
着藻類の剥離・更新に必要な流量）、植生（植生の
消長）、魚類（シルトや藻類をフラッシュできる流
量）に着目して検討し、流量変動の目標設定手順（①
自然流況からの改変度合いの評価、河川環境上の
課題の把握、②課題・対象区間の検討・設定、③
保全すべき流量変動（流量規模、頻度、時期、継
続時間）の設定、④河川流況の実力及びダム運用
等の観点より実現性の検証）を提案した。

（2）白川正常流量検討（H22 ～ H24）
　熊本市とその周辺市町村（熊本地域）は、生活
用水の殆どを地下水でまかなう地下水都市であり、
熊本地域を流れる白川中流域の広大な田園地帯の
灌漑用水の浸透が、地下水涵養に大きく寄与して
いると推定されている（図９：水循環解析による
熊本地域の地下水流動）。本研究は、熊本地域の総
合水管理に関する検討の一環として、白川の必要
流量及び水循環解析モデルによる減反率（取水量）
を変化させて計算した流況から、減反率の変化に
よる河川必要流量を下回る日数を検討し、地下水
涵養量を考慮した河川適正流量（地下水涵養量と
バランスのとれた白川流量）を検討した。

図８　調査対象区域の気温分布

図９　 水循環解析による熊本地域の表流水・地下
水流線網
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詳細：熊本地域における総合水管理の推進、平成
24 年度研究所報告　  
http://www.rfc.or.jp/rp/files/24-11.pdf

（3）狩野川正常流量検討（H25、H28）
　狩野川流域の流況は富士山等の地下水、湧水と
密接に関連しており、将来における地下水利用の
計画もある。本研究では、狩野川・柿田川流域の
特性を踏まえ、地下水や湧水と河川表流水との関
係を明らかにできる水循環解析モデルを構築し、
地下水、湧水を考慮した正常流量の設定の検討を
行った。必要流量の検討項目のうち、例えば “ 流
水の清潔の保持 ” については、表流水と地下水の
汚濁負荷濃度の違いを考慮して、地下水の混合割
合と水質の関係の感度分析により検討した。また、
新規地下水開発を考慮した場合の河川流況に対す
る影響を水循環解析モデルで推定した結果、正常
流量には影響を与えない範囲の変化であることが
確認できた。

詳細：狩野川流域における将来の水利用予測を踏
まえた正常流量の設定、平成 28 年度研究所報告　

（4）信濃川の河川利用の観点から見た流量検討
（H22 ～ H25）

　本研究は、信濃川中流域の取水に伴う減水区間
を対象に、河川利用（水遊び・水浴・河原遊び、
舟遊び）の観点から見た必要流量を検討した。例
えば、水遊び・水浴・河原遊びの必要流量の検討
では、調査等により把握・設定した利用場として
の適正な条件（水深、流速、アクセス地点からの
距離等）を踏まえ、二次元流況計算によるダム放
流量毎の水深・流速の算定結果を用いて検討地区
における各遊びの適正な条件に適合する範囲を求
め、面積が最大となる流量を必要流量とした。設
定した期別の必要流量は、過去 10 ヶ年程度の実績
流量を対象に検証し妥当性を確認した。
　

図 10　正常流量（案）の検討結果

５．土砂管理・海岸保全に関する調査研究

（1）忠別川土砂動態検討（H19 ～ H21）
　本研究は、石狩川水系忠別川を対象に、ダム運
用に伴うダム下流域の土砂動態の変化に対して、
砂州の保全と樹林化の抑制を適切に実施するため
の管理手法を検討した。具体的には、ダム運用後
の出水の減少により裸地河原が樹林化するという
予測に対して、水制等の河道内工法により流水の
営力を活用して樹林化を抑制する手法の検討を
行った。水制の設置による流れや河床形態への作
用について、平面二次元河床変動モデルによる解
析を行い、水制工の設置と現状の砂州の切り下げ
を併用することにより、切り下げした砂州部を再
樹林化させずに維持できる可能性が確認された。

詳細：石狩川水系忠別川における砂州環境保全手
法に関する研究、平成 21 年度研究所報告　  
http://www.rfc.or.jp/rp/files/21-19.pdf

（2）阿武隈川流域水循環検討・土砂動態予測（H24
～ H25）

　本研究は、表流水・地下水及び土砂の挙動を流
域スケールで捉えるため、阿武隈川流域及び周辺
河川流域を対象に、物質の輸送媒体である水（表
流水・地下水）と土砂（浮遊砂）の挙動を解析で
きる水循環モデルを構築し検討を行った。浮遊砂
の挙動は、地表水中の乱流拡散による輸送を表現
するため、粒径成分毎の移流拡散方程式を採用し、
浮遊砂の雨滴衝撃による剥離や水流による侵食・
堆積作用などの生産項・消滅項を考慮してモデル
化を行った。解析結果の例（図１２）として、地
表勾配の急な山腹斜面や谷筋で侵食量が大きく、
地形勾配が変化する山裾や地形勾配の緩い平地・
くぼ地、ダム湖やため池などの閉鎖水域で堆積す
る傾向が再現され、水と浮遊砂の循環プロセスを
定量的に把握することができた。

図 11　忠別川河床変動解析結果の例
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詳細：水循環・物質循環構造に関する研究、平成
25 年度研究所報告　  
http://www.rfc.or.jp/rp/files/25-06.pdf

（3）海岸環境調査研究会（H16 ～継続中）
　わが国は世界で 6 番目に長い約 35,000km の海岸
線を有しており、海岸域は国土保全上からも、陸
上の社会活動の結果が色濃く現れる区域であり、
余暇利用や産業、多様な生き物のすみかとしても
重要な場所となっている。この長大な区域を海岸
管理者が把握するには、現状では、人員やコスト、
体制等が十分ではなく、円滑な管理に資するため
の情報も極めて少ない。この状況の改善方策を検
討するため、「海岸環境調査研究会」（委員長：岸
田弘之（一般社団法人全国建設研修センター 専務
理事））の活動の一環として、ウェブサイト「海岸
情報ステーション」（図１３）を 2007 年 6 月に開
設し運営している。本サイトの特徴は、情報共有・
発信の場として、多くの人々の暮らしに浸透して
いるウェブサイトを設け、情報収集の媒体として、
PC の他に携帯電話に着目し、海岸を訪れる人など
が、携帯電話などを通じて容易にかつタイムリー
に情報を投稿することができ、それがウェブサイ
ト上に共有されるとともに、多方面の人々の間で
情報が交換・拡充されていくことを狙った双方向
型の仕組みである。

詳細：海岸情報の収集・共有化に関する研究、平
成 19 年度研究所報告　  
http://www.rfc.or.jp/rp/files/19-22.pdf

図 12　水・物質循環解析モデルによる浮遊砂量分布

図 13　海岸情報ステーション
http://www.kaigan-info.jp/
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水循環に関するリバーフロント研究所のこれまでの調査研究の経緯（H19 ～ H28）
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